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第１ 令和６年度介護報酬改定の概要

4

人口構造や社会経済状況の変化を踏まえ、

１「地域包括ケアシステムの深化・推進」
２「自立支援・重度化防止に向けた対応」
３「良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくり」
４「制度の安定性・持続可能性の確保」

を基本的な視点として、介護報酬改定を実施。
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１．地域包括ケアシステムの深化・推進
認知症の方や単身高齢者、医療ニーズが高い中重度の高齢者を含め、質の高いケアマネジメントや

必要なサービスが切れ目なく提供されるよう、地域の実情に応じた柔軟かつ効率的な取組を推進

２．自立支援・重度化防止に向けた対応

高齢者の自立支援・重度化防止という制度の趣旨に沿い、多職種連携やデータの活用等を推進

３．良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくり

介護人材不足の中で、更なる介護サービスの質の向上を図るため、処遇改善や生産性向上による職
場環境の改善に向けた先進的な取組を推進

４．制度の安定性・持続可能性の確保

介護保険制度の安定性・持続可能性を高め、全ての世代にとって安心できる制度を構築
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１．地域包括ケアシステムの深化・推進
医療と介護の連携の推進
＜在宅における医療ニーズへの対応強化＞

医療ニーズの高い利用者が増える中、適切かつより質の高い訪問看護を提供する観点から、専門性
の高い看護師が計画的な管理を行うことを評価する加算を新設
＜在宅における医療・介護の連携強化＞

退院後早期に連続的で質の高いリハビリテーションを実施する観点から、退院後のリハビリテー
ションを提供する際に、入院中に医療機関が作成したリハビリテーション実施計画書を入手し、内容
を把握することを義務付ける。
＜高齢者施設等における医療ニーズへの対応強化＞

所定疾患施設療養費について、介護老人保健施設の入所者に適切な医療を提供する観点から、対象
に慢性心不全が増悪した場合を追加する。
＜高齢者施設等と医療機関の連携強化＞

高齢者施設等について、施設内で対応可能な医療の範囲を超えた場合に、協力医療機関との連携の
下でより適切な対応を行う体制を確保する観点から、在宅医療を担う医療機関等と実効性のある連携
体制を構築するための見直しを行う。
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質の高い公正中立なケアマネジメント

・ 居宅介護支援における特定事業所加算の算定要件について、ヤングケアラーなどの多様な課題へ
の対応を促進する観点等から見直しを行う。

感染症や災害への対応力向上

・ 高齢者施設等における感染症対応力の向上を図る観点から、医療機関との連携の下、施設内で感
染者の療養を行うことや、他の入所者等への感染拡大を防止するための医療機関との連携体制の構
築や感染症対策に資する取組を評価する加算を新設する。

・ 感染症や災害の発生時に継続的にサービス提供できる体制を構築するため、業務継続計画が未策
定の際は、特定の場合を除き基本報酬を減算する。（１年間の経過措置）

高齢者虐待防止の推進
・ 利用者の人権の擁護、虐待の防止等をより推進する観点から、虐待の発生又はその再発を防止す

るための措置が講じられていない場合に、基本報酬を減算する
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認知症の対応力向上

・ 平時からの認知症の行動・心理症状（BPSD）の予防及び出現時の早期対応に資する取組を推進
する観点から、 認知症のチームケアを評価する加算を新設。

福祉用具貸与・特定福祉用具販売の見直し
・ 利用者の負担を軽減し、制度の持続可能性の確保を図るとともに、福祉用具の適時・適切な利用、

安全を確保する観点から、一部の用具について貸与と販売の選択制を導入する。その際、利用者へ
の十分な説明や多職種の意見や利用者の身体状況を踏まえた提案などを行うこととする。

地域の実情に応じた柔軟かつ効率的な取組

・ 訪問介護における特定事業所加算について、中山間地域で継続的なサービス提供を行っている事
業所を適切に評価する観点等から見直しを行う。

看取りへの対応強化

・ 各種サービスにおける、看取り・ターミナルケア関係の加算の見直し等を行う。
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２．自立支援・重度化防止に向けた対応
リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の一体的取組等
・ リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養を一体的に推進し、自立支援・重度化防止を効果的に

進める観点から、介護老人保健施設・介護医療院・介護老人福祉施設等の関係加算について、新たな
区分を設ける。また、通所リハビリテーションにおけるリハビリテーションマネジメント加算につい
て、新たな区分を設ける。

・ 大規模型事業所であってもリハビリテーションマネジメントを実施する体制等が充実している事業
所を評価する観点から、通所リハビリテーションの事業所規模別の基本報酬について見直しを行う。

・ 居宅療養管理指導費について、通所サービス利用者に対する管理栄養士による栄養食事指導及び歯
科衛生士等による歯科衛生指導を充実させる観点から、算定対象を通院又は通所が困難な者から通院
困難な者に見直す。

・ 訪問介護等において、職員による利用者の口腔の状態の確認によって、歯科専門職による適切な口
腔管理の実施につなげる観点から、事業所と歯科専門職の連携の下、介護職員による口腔衛生状態及
び口腔機能の評価の実施並びに利用者の同意のもと、歯科医療機関及び介護支援専門員への情報提供
を評価する新たな加算を設ける。

・ 介護保険施設から、居宅、他の介護保険施設、医療機関等に退所する者の栄養管理に関する情報連
携が切れ目無く行われるようにする観点から、介護保険施設の管理栄養士が、介護保険施設の入所者
等の栄養管理に関する情報について、他の介護保険施設や医療機関等に文書等で提供することを評価
する新たな加算を設ける。
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自立支援・重度化防止に係る取組の推進
・ 通所介護等における入浴介助加算について、入浴介助技術の向上や利用者の居宅における自立し

た入浴の取組を促進する観点から見直しを行う。
・ ユニットケアの質の向上の観点から、個室ユニット型施設の管理者は、ユニットケア施設管理者

研修を受講するよう努めなければならないこととする。
・ 在宅復帰・在宅療養支援等評価指標及び要件について、介護老人保健施設の在宅復帰・在宅療養

支援機能を更に推進する観点から、指標の取得状況等も踏まえ、見直しを行う。
・ 介護老人保健施設におけるポリファーマシー解消の取組を推進する観点から、入所前の主治医と

連携して薬剤を評価・調整した場合に加え、施設において薬剤を評価・調整した場合を評価する新た
な区分を設ける。その上で、入所前の主治医と連携して薬剤を評価・調整した場合を高く評価する。

LIFEを活用した質の高い介護
・ 科学的介護推進体制加算・自立支援促進加算について、質の高い情報収集・分析を可能とし、科

学的介護を推進する観点から、LIFEの入力項目の定義の明確化や入力負担の軽減等を行う。
・ ADL維持等加算、排せつ支援加算、褥瘡マネジメント加算（介護医療院は褥瘡対策指導管理）に

ついて、アウトカム評価を充実する観点から見直しを行う。
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３．良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくり

介護職員の処遇改善

・ 介護職員等の確保に向けて、介護職員の処遇改善のための措置をできるだけ多くの事業所に活用
されるよう推進する観点から、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職員等
ベースアップ等支援加算について、現行の各加算・各区分の要件及び加算率を組み合わせた４段階
の「介護職員等処遇改善加算」に一本化を行う。
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生産性の向上等を通じた働きやすい職場環境づくり
・ 人員配置基準等で具体的な必要数を定めて配置を求めている職種のテレワークに関して、個人情

報を適切に管理していること、利用者の処遇に支障が生じないこと等を前提に、取扱いの明確化を
行い、職種や業務ごとに具体的な考え方を今後示す。

・ 介護現場における生産性の向上に資する取組の促進を図る観点から、現場における課題を抽出及
び分析した上で、事業所の状況に応じて、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の
負担軽減に資する方策を検討するための委員会の設置を義務付ける。（３年間の経過措置）

・ 介護ロボットやICT等の導入後の継続的なテクノロジー活用を支援するため、見守り機器等のテク
ノロジーを導入し、生産性向上ガイドラインに基づいた業務改善を継続的に行うとともに、効果に
関するデータ提出を行うことを評価する新たな加算を設ける。

・ 見守り機器等のテクノロジーの複数活用及び職員間の適切な役割分担の取組等により、生産性向
上に先進的に取り組む特定施設について、介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われて
いることを確認した上で、人員配置基準の特例的な柔軟化（３：0.9）を行う。

・ 介護老人保健施設等において見守り機器等を100%以上導入する等、複数の要件を満たした場合に、
夜間における人員配置基準を緩和する。

・ 認知症対応型共同生活介護において見守り機器等を10%以上導入する等、複数の要件を満たした
場合に、夜間支援体制加算の要件を緩和する。

・ EPA介護福祉士候補者及び技能実習の外国人について、一定の要件の下、就労開始から６月未満
であっても人員配置基準に算入してもよいこととする。



13

効率的なサービス提供の推進

・ 管理者の責務について、利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握し
ながら、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令を行うことである旨を明確化した上で、管理者が
兼務できる事業所の範囲について、管理者がその責務を果たせる場合には、同一敷地内における他
の事業所、施設等ではなくても差し支えない旨を明確化する。

・ 訪問看護における24時間対応について、看護師等に速やかに連絡できる体制等、サービス提供体
制が確保されている場合は看護師等以外の職員も利用者又は家族等からの電話連絡を受けられるよ
う、見直しを行う。

・ 居宅介護支援費（Ⅰ）に係る介護支援専門員の一人当たり取扱件数について、現行の「40未満」
を「45未満」に改めるとともに、居宅介護支援費（Ⅱ）の要件について、ケアプランデータ連携シ
ステムを活用し、かつ、事務職員を配置している場合に改め、取扱件数について、現行の「45未
満」を「50未満」に改める。また、居宅介護支援費の算定に当たっての取扱件数の算出に当たり、
指定介護予防支援の提供を受ける利用者数については、３分の１を乗じて件数に加えることとする。
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４．制度の安定性・持続可能性の確保

評価の適正化・重点化

・ 訪問介護の同一建物減算について、事業所の利用者のうち、一定割合以上が同一建物等に居住す
る者への提供である場合に、報酬の適正化を行う新たな区分を設け、更に見直しを行う。

・ 訪問看護に求められる役割に基づくサービスが提供されるようにする観点から、理学療法士等の
サービス提供状況及びサービス提供体制等に係る加算の算定状況に応じ、理学療法士等の訪問にお
ける基本報酬及び12月を超えた場合の減算を見直す。

・ 短期入所生活介護における長期利用について、長期利用の適正化を図り、サービスの目的に応じ
た利用を促す観点から、施設入所と同等の利用形態となる場合、施設入所の報酬単位との均衡を図
ることとする。

・ 利用者が居宅介護支援事業所と併設・隣接しているサービス付き高齢者向け住宅等に入居してい
る場合や、複数の利用者が同一の建物に入居している場合には、介護支援専門員の業務の実態を踏
まえた評価となるよう見直しを行う。

・ 多床室の室料負担については、これまでの分科会での意見等を踏まえ、国の予算編成過程におい
て検討される。
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報酬の整理・簡素化

・ 介護予防通所リハビリテーションにおける身体機能評価を更に推進するとともに、報酬体系の簡
素化を行う観点から見直しを行う。

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護と夜間対応型訪問介護の将来的なサービスの統合を見据えて、
夜間対応型訪問介護との一体的実施を図る観点から、定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基本報
酬に、夜間対応型訪問介護の利用者負担に配慮した新たな区分を設ける。

・ 長期療養生活移行加算について、介護療養型医療施設が令和５年度末に廃止となることを踏まえ、
廃止する。
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５．その他

その他

・ 運営基準省令上、事業所の運営規程の概要等の重要事項等について、「書面掲示」に加え、イン
ターネット上で情報の閲覧が完結するよう、介護サービス事業者は、令和７年度から原則として重
要事項等の情報をウェブサイトに掲載・公表しなければならないこととする。

・ 通所系サービスにおける送迎について、利便性の向上や運転専任職の人材不足等に対応する観点
から、送迎先について利用者の居住実態のある場所を含めるとともに、他の介護事業所や障害福祉
サービス事業所の利用者との同乗を可能とする。

・ 基準費用額（居住費）については、これまでの分科会での意見等を踏まえ、国の予算編成過程に
おいて検討される。

・ 令和６年度以降の級地の設定に当たっては、現行の級地を適用することを基本としつつ、公平性
を欠く状況にあると考えられる自治体については特例を設け、自治体に対して行った意向調査の結
果を踏まえ、級地に反映する。



第２ 令和６年度介護報酬改定の施行時期について（主な事項）
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令和６年度介護報酬改定の施行時期については、令和６年度診療報酬改定が令和６年６月１日施行とさ
れたこと等を踏まえ、以下のとおりとする。

６月１日施行とするサービス
• 訪問看護
• 訪問リハビリテーション
• 居宅療養管理指導
• 通所リハビリテーション

４月１日施行とするサービス
• 上記以外のサービス

令和６年度介護報酬改定における処遇改善関係加算の加算率の引上げについては、国の予算編成過程に
おける検討を踏まえ、令和６年６月１日施行とする。

これを踏まえ、処遇改善関係加算の一本化についても令和６年６月１日施行とするが、現行の処遇改善
関係加算について事業所内での柔軟な職種間配分を認めることとする改正は、令和６年４月１日施行とす
る。
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全サービス共通

改定事項 （★は介護予防も対象）

① 基本報酬の見直し
② 人員配置基準における両立支援への配慮★
③ 管理者の責務及び兼務範囲の明確化等★
④ いわゆるローカルルールについて★
⑤ 「書面掲示」規制の見直し★
⑥ 業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入（居宅療養管理指導、特定福祉用具販売を除く）
⑦ 高齢者虐待防止の推進（居宅療養管理指導、特定福祉用具販売を除く）
⑧ 科学的介護推進体制加算の見直し（居宅介護支援等、一部サービスを除く）
⑨ 介護職員の処遇改善（居宅介護支援等、一部サービスを除く）
⑩ テレワークの取扱い（居宅療養管理指導を除く）
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① 基本報酬の見直し

概要

○ 改定率については、介護現場で働く方々の処遇改善を着実に行いつつ、サービス毎の経営状況の違
いも踏まえたメリハリのある対応を行うことで、全体で＋1.59％を確保している。そのうち、介護
職員の処遇改善分＋0.98％、その他の改定率として、賃上げ税制を活用しつつ、介護職員以外の処
遇改善を実現できる水準として＋0.61％となっている。

○ これを踏まえて、介護職員以外の賃上げが可能となるよう、各サービスの経営状況にも配慮しつつ
＋0.61％の改定財源について、基本報酬に配分する。



20

② 人員配置基準における両立支援への配慮

【概要】

○ 介護現場において、治療と仕事の両立が可能となる環境整備を進め、職員の離職防止・定着促進
を図る観点から、各サービスの人員配置基準や報酬算定について、以下の見直しを行う。

ア 「常勤」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法等による育児・介護等の短時間勤務制度を利
用する場合に加えて、「治療と仕事の両立ガイドライン」に沿って事業者が設ける短時間勤務制
度等を利用する場合にも、週30時間以上の勤務で「常勤」として扱うことを認める。

イ 「常勤換算方法」の計算に当たり、職員が「治療と仕事の両立ガイドライン」に沿って事業者が
設ける短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で常勤換算での計算上も１（常
勤）と扱うことを認める。

【対象】

全サービス
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【基準・算定要件等】

○ 運営基準の解釈通知及び報酬算定上の留意事項通知について、「常勤」及び「常勤換算方法」に係
る取扱いを以下のように改正する。

※人員配置基準上の「常勤」及び「常勤換算方法」の計算においては、常勤の従業者が勤務すべき時間
数（32時間を下回る場合は32時間を基本）勤務している者を「常勤」として取り扱うこととしている。

母性健康管理措置に
よる短時間勤務

育児・介護休業法による
短時間勤務制度

「治療と仕事の両立ガイドライ
ン」に沿って事業者が自主的に設
ける短時間勤務制度

「常勤」（※）の取扱い：
週30時間以上の勤務で常勤扱い ○ ○ ○（新設）

「常勤換算」（※）の取扱い：
週30時間以上の勤務で常勤換算での計算
上も１（常勤）と扱うことを認める

○ ○ ○（新設）
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③ 管理者の責務及び兼務範囲の明確化

【概要】

○ 提供する介護サービスの質を担保しつつ、介護サービス事業所を効率的に運営する観点から、管
理者の責務について、利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握しなが
ら、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令を行うことである旨を明確化した上で、管理者が兼務
できる事業所の範囲について、管理者がその責務を果たせる場合には、同一敷地内における他の事
業所、施設等ではなくても差し支えない旨を明確化する。

【対象】
全サービス



23

④ いわゆるローカルルールについて

【概要】

○ 都道府県及び市町村に対して、人員配置基準に係るいわゆるローカルルールについて、あくまで
も厚生労働省令に従う範囲内で地域の実情に応じた内容とする必要があること、事業者から説明を
求められた場合には当該地域における当該ルールの必要性を説明できるようにすること等を求める。

【対象】
全サービス
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⑤ 「書面掲示」規制の見直し

【概要】

○ 運営基準省令上、事業所の運営規程の概要等の重要事項等については、原則として事業所内での
「書面掲示」を求めている一方、備え付けの書面（紙ファイル等）又は電磁的記録の供覧により、
書面による壁面等への掲示を代替できる規定になっているところ、「書面掲示」に加え、インター
ネット上で情報の閲覧が完結するよう、介護サービス事業者は、原則として重要事項等の情報を
ウェブサイト（法人のホームページ等又は情報公表システム上）に掲載・公表しなければならない
こととする。

（※令和７年度から義務付け）

【対象】
全サービス
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⑥ 業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入
【概要】

○ 感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスを継続的に提供できる体制を構築す
るため、業務継続に向けた計画の策定の徹底を求める観点から、感染症若しくは災害のいずれか又
は両方の業務継続計画が未策定の場合、基本報酬を減算する。

【対象】

全サービス（居宅療養管理指導★、特定福祉用具販売★を除く）

【単位数】

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 業務継続計画未実施減算

施設・居住系サービス
所定単位数の100分の3に相当する単位数を減算（新設）

その他のサービス
所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算（新設）
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【算定要件等】
○ 以下の基準に適合していない場合（新設）

・ 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するため
の、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定すること

・ 当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること

※ 令和７年３月31日までの間、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に
関する具体的計画の策定を行っている場合には、減算を適用しない。

訪問系サービス、福祉用具貸与、 居宅介護支援については、令和７年３月31日までの間、減算を
適用しない。

○ １年間の経過措置期間中に全ての事業所で計画が策定されるよう、事業所間の連携により計画策
定を行って差し支えない旨を周知することも含め、小規模事業所の計画策定支援に引き続き取り組
むほか、介護サービス情報公表システムに登録すべき事項に業務継続計画に関する取組状況を追加
する等、事業所への働きかけを強化する。また、県別の計画策定状況を公表し、指定権者による取
組を促すとともに、業務継続計画を策定済みの施設・事業所についても、地域の特性に合わせた実
効的な内容となるよう、指定権者による継続的な指導を求める。
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【留意事項通知】

（地域密着型通所介護の例）

業務継続計画未策定減算については、指定地域密着型サービス基準第37条、第37条の３又は第40条の
16において準用する指定地域密着型サービス基準第３条の30の２第１項に規定する基準を満たさない事
実が生じた場合に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月の初日である場合は当該月）から
基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、当該事業所の利用者全員について、所定単位数から
減算することとする。

なお、経過措置として、令和７年３月31日までの間、感染症の予防及びまん延の防止のための指針及
び非常災害に関する具体的計画を策定している場合には、当該減算は適用しないが、義務となっている
ことを踏まえ、速やかに作成すること。

（定期巡回随時対応型訪問介護看護の例）

業務継続計画未策定減算については、指定地域密着型サービス基準第３条の30の２第１項に規定する
基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月の初日である
場合は当該月）から基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、当該事業所の利用者全員につい
て、所定単位数から減算することとする。

なお、経過措置として、令和７年３月31日までの間、当該減算は適用しないが、義務となっているこ
とを踏まえ、速やかに作成すること。
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○ 業務継続計画未策定減算について 令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.１)(令和６年３月15 日)

問164 業務継続計画未策定減算はどのような場合に適用となるのか。

（答）
・ 感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合、かつ、当該業務継続計画に従い

必要な措置が講じられていない場合に減算の対象となる。
・ なお、令和３年度介護報酬改定において業務継続計画の策定と同様に義務付けられた、業務継続計画の周

知、研修、訓練及び定期的な業務継続計画の見直しの実施の有無は、業務継続計画未策定減算の算定要件
ではない。

問 165 業務継続計画未策定減算の施行時期はどのようになるのか。

（答）
業務継続計画未策定減算の施行時期は次表のとおり。
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対象サービス 施行時期

①

通所介護、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居
者生活介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規
模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特
定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活
介護、看護小規模多機能型居宅介護、介護老人福祉施設、介護老
人保健施設、介護医療院、介護予防短期入所生活介護、介護予防
短期入所療養介護、介護予防特定施設入居者生活介護、介護予防
認知症対応型通所介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、介護
予防認知症対応型共同生活介護

令和６年４月

※ただし、令和７年３月 31 日まで
の間、感染症の予防及びまん延の
防止のための指針の整備及び非常
災害に関する具体的計画の策定を
行っている場合には、減算を適用
しない。

② 通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション 令和６年６月
※上記①の※と同じ

③

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、
福祉用具貸与、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型
訪問介護、居宅介護支援、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問
看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防福祉用具貸与、
介護予防支援

令和７年４月

※ 居宅療養管理指導、介護予防居宅療養管理指導、特定福祉用具販売及び特定介護予防福祉用具販売に
は、業務継続計画未策定減算は適用されない。
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問166 行政機関による運営指導等で業務継続計画の未策定など不適切な運営が確認された場合、「事
実が生じた時点」まで遡及して当該減算を適用するのか。

（答）
・ 業務継続計画未策定減算については、行政機関が運営指導等で不適切な取り扱いを発見した時点では

なく、「基準を満たさない事実が生じた時点」まで遡及して減算を適用することとなる。

・ 例えば、通所介護事業所が、令和７年 10 月の運営指導等において、業務継続計画の未策定が判明し
た場合（かつ、感染症の予防及びまん延の防止のための指針及び非常災害に関する具体的計画の策定
を行っていない場合）、令和７年 10 月からではなく、令和６年４月から減算の対象となる。

・ また、訪問介護事業所が、令和７年 10 月の運営指導等において、業務継続計画の未策定が判明した
場合、令和７年４月から減算の対象となる。
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⑦ 高齢者虐待防止の推進

【概要】

○ 利用者の人権の擁護、虐待の防止等をより推進する観点から、全ての介護サービス事業者（居宅
療養管理指導及び特定福祉用具販売を除く。）について、虐待の発生又はその再発を防止するため
の措置（虐待の発生又はその再発を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当
者を定めること）が講じられていない場合に、基本報酬を減算する。

その際、福祉用具貸与については、そのサービス提供の態様が他サービスと異なること等を踏ま
え、３年間の経過措置期間を設けることとする。

〇 施設におけるストレス対策を含む高齢者虐待防止に向けた取組例を収集し、周知を図るほか、国
の補助により都道府県が実施している事業において、ハラスメント等のストレス対策に関する研修
を実施できることや、同事業による相談窓口について、高齢者本人とその家族だけでなく介護職員
等も利用できることを明確化するなど、高齢者虐待防止に向けた施策の充実を図る。

【対象】

全サービス（居宅療養管理指導、特定福祉用具販売を除く）
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【単位数】

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 高齢者虐待防止措置未実施減算

所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算（新設）

【算定要件等】

○ 虐待の発生又はその再発を防止するための以下の措置が講じられていない場合（新設）
・ 虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を定期的に開催する

とともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること
・ 虐待の防止のための指針を整備すること
・ 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること
・ 上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと

○ 全ての施設・事業所で虐待防止措置が適切に行われるよう、令和６年度中に小規模事業所等におけ
る取組事例を周知するほか、介護サービス情報公表システムに登録すべき事項に虐待防止に関する
取組状況を追加する。また、指定権者に対して、集団指導等の機会等にて虐待防止措置の実施状況
を把握し、未実施又は集団指導等に不参加の事業者に対する集中的な指導を行うなど、高齢者虐待
防止に向けた取組の強化を求めるとともに、都道府県別の体制整備の状況を周知し、更なる取組を
促す。
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○ 高齢者虐待防止措置未実施減算について
令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.１)(令和６年３月15 日)

問167 高齢者虐待が発生していない場合においても、虐待の発生又はその再発を防止するための全ての措
置（委員会の開催、指針の整備、研修の定期的な実施、担当者を置くこと）がなされていなければ減
算の適用となるのか。

（答）
・ 減算の適用となる。
・ なお、全ての措置の一つでも講じられていなければ減算となることに留意すること。

問168 運営指導等で行政機関が把握した高齢者虐待防止措置が講じられていない事実が、発見した日の属
する月より過去の場合、遡及して当該減算を適用するのか。

（答）
過去に遡及して当該減算を適用することはできず、発見した日の属する月が「事実が生じた月」となる。
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問169 高齢者虐待防止措置未実施減算については、虐待の発生又はその再発を防止するための全ての措置
（委員会の開催、指針の整備、研修の定期的な実施、担当者を置くこと）がなされていない事実が生
じた場合、「速やかに改善計画を都道府県知事に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画
に基づく改善状況を都道府県知事に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた
月までの間について、入居者全員について所定単位数から減算することとする。」こととされている
が、施設・事業所から改善計画が提出されない限り、減算の措置を行うことはできないのか。

（答）
改善計画の提出の有無に関わらず、事実が生じた月の翌月から減算の措置を行って差し支えない。当該減

算は、施設・事業所から改善計画が提出され、事実が生じた月から３か月以降に当該計画に基づく改善が認
められた月まで継続する。
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○虐待防止委員会及び研修について
問170 居宅療養管理指導や居宅介護支援などの小規模な事業者では、実質的に従業者が１名だけというこ

とがあり得る。このような事業所でも虐待防止委員会の開催や研修を定期的にしなければならないの
か。

（答）
・ 虐待はあってはならないことであり、高齢者の尊厳を守るため、関係機関との連携を密にして、規模の大

小に関わりなく虐待防止委員会及び研修を定期的に実施していただきたい。小規模事業所においては他
者・他機関によるチェック機能が得られにくい環境にあることが考えられることから、積極的に外部機関
等を活用されたい。

・ 例えば、小規模事業所における虐待防止委員会の開催にあたっては、法人内の複数事業所による合同開催、
感染症対策委員会等他委員会との合同開催、関係機関等の協力を得て開催することが考えられる。

・ 研修の定期的実施にあたっては、虐待防止委員会同様法人内の複数事業所や他委員会との合同開催、都道
府県や市町村等が実施する研修会への参加、複数の小規模事業所による外部講師を活用した合同開催等が
考えられる。

・ なお、委員会や研修を合同で開催する場合は、参加した各事業所の従事者と実施したことの内容等が記録
で確認できるようにしておくことに留意すること。

・また、小規模事業所等における委員会組織の設置と運営や、指針の策定、研修の企画と運営に関しては、
以下の資料の参考例(※)を参考にされたい。
※ 社会福祉法人東北福祉会認知症介護研究・研修仙台センター「施設・事業所における高齢者虐待防止

のための体制整備-令和3年度基準省令改正等に伴う体制整備の基本と参考例」令和3年度老人保健健康
増進等事業、令和4年3月。
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⑧ 科学的介護推進体制加算の見直し
【概要】
○ 科学的介護推進体制加算について、質の高い情報の収集・分析を可能とし、入力負担を軽減し科学

的介護を推進する観点から、以下の見直しを行う。
ア 加算の様式について入力項目の定義の明確化や他の加算と共通している項目の見直し等を実施。
イ LIFEへのデータ提出頻度について、少なくとも「６月に１回」から「３月に１回」に見直す。
ウ 初回のデータ提出時期について、他のLIFE関連加算と揃えることを可能とする。

【対象】
地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、小規模多機
能型居宅介護★、認知症対応型共同生活介護★、看護小規模多機能型居宅介護、地域密着型介護老
人福祉施設入所者生活介護

【算定要件等】
○ LIFEへのデータ提出頻度について、他のLIFE関連加算と合わせ、少なくとも「３月に１回」に見直

す。
○ その他、LIFE関連加算に共通した見直しを実施する。

＜入力負担軽減に向けたLIFE関連加算に共通する見直し＞
・入力項目の定義の明確化や、他の加算と共通する項目の選択肢を統一化する
・同一の利用者に複数の加算を算定する場合に、一定の条件下でデータ提出のタイミングを統一でき

るようにする
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LIFEへのデータ提出頻度の見直し（イメージ）
○ 各加算のデータ提出頻度について、サービス利用開始月より入力を求めている加算もあれば、サー

ビス利用開始後の計画策定時に入力が必要な加算もあり、同一の利用者であっても算定する加算に
よって入力のタイミングが異なり、事業所における入力タイミングの管理が煩雑となっている。

○ LIFEへのデータ提出について、「少なくとも３か月に１回」と統一する。
○ また、同一の利用者に対して複数の加算を算定する場合のデータ提出頻度を統一できるよう、例え

ば、月末よりサービス利用を開始する場合であって、当該利用者の評価を行う時間が十分確保でき
ない場合等、一定の条件の下で、提出期限を猶予する。

例：同一の利用者に科学的介護推進体制加算及びリハビリテーションマネジメント加算を算定する場合

• 現在、科学的介護推進体制加算はサービス利用開始月とその後少なくとも6月に１度評価を行い、
翌月の10日までにデータを提出することとなっており、リハビリテーションマネジメント加算はリ
ハビリテーション計画書策定月、及び計画変更月に加え、少なくとも３月に１度評価を行いデータを
提出することとなっている。いずれの加算にもADLを含め同じ評価項目が含まれている。

• これらの加算の提出タイミングを少なくとも３月に１度と統一するとともに、例えば、月末にサー
ビスを開始した場合に、科学的介護推進体制加算のデータ提出期限に猶予期間を設けることで、評価
やデータ提出のタイミングを揃えることを可能とする。
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LIFEへのデータ提出頻度の見直し（イメージ）

※ 一定の条件の下で、サービス利用開始翌月までにデータ提出することとしても差し支えない。
ただし、その場合は利用開始月は該当の加算は算定できないこととする。



LIFEのフィードバック見直しイメージ（事業所フィードバック）
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LIFEのフィードバック見直しイメージ（利用者フィードバック）
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LIFEを活用した取組イメージ

41



42

令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.１)(令和６年３月15 日)

○ 介護記録ソフトの対応について
問173 LIFEへの入力について、事業所又は施設で使用している介護記録ソフトからCSV連携により入力を

行っているが、LIFEへのデータ提出について、当該ソフトが令和６年度改定に対応した後に行うこと
として差し支えないか。

（答）
・ 差し支えない。
・ 事業所又は施設にて使用している介護記録ソフトを用いて令和６年度改定に対応した様式情報の登録がで

きるようになってから、令和６年４月以降サービス提供分で提出が必要な情報について、遡って、やむを
得ない事情を除き令和６年10月10日までにLIFEへ提出することが必要である。
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○ LIFEへの提出情報について

問174 令和６年４月以降サービス提供分に係るLIFEへの提出情報如何。

（答）
・ 令和６年４月以降サービス提供分に係るLIFEへの提出情報に関して、令和６年４月施行のサービスにつ

いては、令和６年度改定に対応した様式情報を提出すること。

・ 令和６年６月施行のサービス（訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション、予防訪問リハビリ
テーション、予防通所リハビリテーション）については、令和６年４〜５月サービス提供分の提出情報に
限り、令和３年度改定に対応した様式情報と令和６年度改定に対応した様式の提出情報の共通する部分を
把握できる範囲で提出するか、令和６年度改定に対応した様式情報を提出すること。

・ 各加算で提出が必要な情報については、「科学的介護情報システム（LIFE）関連加算に関する基本的な
考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和６年３月15日）を参照されたい。
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○ 科学的介護推進体制加算について

問175 科学的介護推進体制加算のデータ提出頻度について、少なくとも６か月に１回から３か月に１回に
見直されたが、令和６年４月又は６月以降のいつから少なくとも３か月に１回提出すればよいか。

（答）
・ 科学的介護推進体制加算を算定する際に提出が必須とされている情報について、令和６年４月又は６月以

降は、少なくとも３か月に１回提出することが必要である。

・ 例えば、令和５年２月に提出した場合は、６か月後の令和６年８月までに少なくとも１回データ提出し、
それ以降は３か月後の令和６年11月までに少なくとも１回のデータ提出が必要である。
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⑨ 介護職員の処遇改善
【概要】

○ 介護現場で働く方々にとって、令和６年度に2.5％、令和７年度に2.0％のベースアップへと確実に
つながるよう加算率の引上げを行う。

○ 介護職員等の確保に向けて、介護職員の処遇改善のための措置ができるだけ多くの事業所に活用さ
れるよう推進する観点から、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職員等
ベースアップ等支援加算について、現行の各加算・各区分の要件及び加算率を組み合わせた４段階
の「介護職員等処遇改善加算」に一本化を行う。

※ 一本化後の加算については、事業所内での柔軟な職種間配分を認める。また、人材確保に向けて
より効果的な要件とする等の観点から、月額賃金の改善に関する要件及び職場環境等要件を見直す。

令和６年度末までの経過措置期間を設け、経過措置期間中は、現行の３加算の取得状況に基づく
加算率を維持した上で、今般の改定による加算率の引上げを受けることができるようにすることな
どの激変緩和措置を講じる。
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【単位数】

サービス区分
介護職員等処遇改善加算

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
訪問介護・夜間対応型訪問介護・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 24.5% 22.4% 18.2% 14.5%
訪問入浴介護★ 10.0% 9.4% 7.9% 6.3%
通所介護・地域密着型通所介護 9.2% 9.0% 8.0% 6.4%
通所リハビリテーション★ 8.6% 8.3% 6.6% 5.3%
特定施設入居者生活介護★・地域密着型特定施設入居者生活介護 12.8% 12.2% 11.0% 8.8%
認知症対応型通所介護★ 18.1% 17.4% 15.0% 12.2%
小規模多機能型居宅介護★・看護小規模多機能型居宅介護 14.9% 14.6% 13.4% 10.6%
認知症対応型共同生活介護★ 18.6% 17.8% 15.5% 12.5%
介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設・短期入所生活介護★ 14.0% 13.6% 11.3% 9.0%
介護老人保健施設・短期入所療養介護 （介護老人保健施設）★ 7.5% 7.1% 5.4% 4.4%
介護医療院・短期入所療養介護 （介護医療院）★・短期入所療養介護★ 5.1% 4.7% 3.6% 2.9%
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【算定要件等】

○ 一本化後の新加算全体について、職種に着目した配分ルールは設けず、事業所内で柔軟な配分を認
める。

○ 新加算のいずれの区分を取得している事業所においても、新加算Ⅳの加算額の１/２以上を月額賃
金の改善に充てることを要件とする。

※ それまでベースアップ等支援加算を取得していない事業所が、一本化後の新加算を新たに取得す
る場合には、収入として新たに増加するベースアップ等支援加算相当分の加算額については、その
２／３以上を月額賃金の改善として新たに配分することを求める。
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【通知等】

令和６年３月４日付けで、下記通知等が発出されました。
また、厚生労働省に介護職員処遇改善加算等相談窓口が設置されているためご活用ください。

○事業者向けリーフレット
https://www.mhlw.go.jp/content/001218746.pdf

○介護保険最新情報vol.1209
「介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について

（案）」の送付について
https://www.mhlw.go.jp/content/001218745.pdf

○介護保険最新情報掲載ページ
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/index_00010.html

○ 介護職員等処遇改善加算等 厚生労働省相談窓口
電話番号：050−3733−0222（受付時間：９：00〜18：00（土日含む））

https://www.mhlw.go.jp/content/001218746.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001218745.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/index_00010.html
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現行制度から一本化後の介護職員等処遇改善加算への移行

○ 現行の一本化後の新加算Ⅰ〜Ⅳに直ちに移行できない事業所のため、激変緩和措置として、新加算
Ⅴ(1〜14)を令和７年３月までの間に限り設置。

○ 新加算Ⅴは、令和６年５月末日時点で、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介
護職員等ベースアップ等支援加算（現行３加算）のうちいずれかの加算を受けている事業所が取得
可能（新加算Ⅰ〜Ⅳのいずれかを取得している場合を除く。）。

○ 新加算Ⅴは、現行３加算の取得状況に基づく加算率を維持した上で、今般の改定による加算率の引
上げを受けることができるようにする経過措置。

○ 新加算Ⅴの配分方法は、加算Ⅰ〜Ⅳと同様、介護職員への配分を基本とし、特に経験・技能のある
職員に重点的に配分することとするが、事業所内で柔軟な配分を認める。
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介護保険最新情報
Vol.1209より
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月額賃金の改善要件

・ 介護職員の生活の安定・向上や、労働市場での介護職種の魅力の増大につなげる観点から、加算のう
ち一定程度は基本給等の改善に配分していただくため、月額賃金改善要件Ⅰを設ける。

◼ また、現行のベースアップ等支援加算の要件を引き継ぐ観点から、月額賃金改善要件Ⅱを設定。
◼ いずれも、既に対応できている場合には新規の取組は不要。

①月額賃金改善要件Ⅰ

• 新加算Ⅳ（加算率14.5%）の加算額の１/２ （加算率7.2%相当）以上を基本給等（※）で配分する。
※ 基本給等＝基本給または決まって毎月支払われる手当。

• 例えば、新加算Ⅳの加算額が1,000万円の場合、500万円以上（新加算Ⅳの1/2以上）は基本給等での
改善に充てる必要がある。たとえ新加算Ⅲ以上を取得していても、 新加算Ⅳの1/2分以上（ここでは
500万円以上）だけを基本給等の改善に充てていればよい。

• 令和７年３月まで適用を猶予。
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②月額賃金改善要件Ⅱ ※現行ベア加算を既取得の事業所には関係のない要件

• 現行ベア加算を未取得の事業所のみに適用。

• 新加算を取得する場合に、増加した旧ベア加算相当の2/3以上、基本給等を新たに改善する。
※ 現行ベア加算のベースアップ要件と同じ

• 例えば、新加算Ⅳを取得し、そのうち旧ベア加算相当が300万円であった場合、200万円以上は基
本給等で改善する。

• 令和６年６月から適用（４・５月は、現行ベア加算のベースアップ要件として存在。）
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処遇改善に関する加算の職場環境等要件（令和６年度まで）

「職場環境等要件」として、研修の実施などキャリアアップに向けた取組、ＩＣＴの活用など生産性向
上の取組等の実施を求めている。
・ 介護職員処遇改善加算 ：以下のうちから１つ以上取り組んでいる必要
・ 介護職員等特定処遇改善加算 ：以下の区分ごとにそれぞれ１つ以上取り組んでいる必要

区分 具体的内容

入職促進に
向けた取組

① 法人や事業所の経営理念やケア方針・人材育成方針、その実現のための施策・仕組みなどの明確化
② 事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築
③ 他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験者・有資格者等にこだわらない幅広い採用の仕

組みの構築
④ 職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等による職業魅力度向上の取組の実施

資質の向上
やキャリア
アップに向
けた支援

⑤ 働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、より専門性の高い介護技術
を取得しようとする者に対する喀痰吸引、認知症ケア、サービス提供責任者研修、中堅職員に対する
マネジメント研修の受講支援等

⑥ 研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動
⑦ エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等導入
⑧ 上位者・担当者等によるキャリア面談など、キャリアアップ等に関する定期的な相談の機会の確保
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区分 具体的内容

両立支
援・多様
な働き方
の推進

⑨ 子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、事業所内託児施設の整備
⑩ 職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望に即した非正規職員

から正規職員への転換の制度等の整備
⑪ 有給休暇が取得しやすい環境の整備
⑫ 業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談窓口の設置等相談体制の充実

腰痛を含
む心身の
健康管理

⑬ 介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、介護ロボットやリフト等の介護機器等導入及
び研修等による腰痛対策の実施

⑭ 短時間勤務労働者等も受診可能な健康診断・ストレスチェックや、従業員のための休憩室の設置等健康
管理対策の実施

⑮ 雇用管理改善のための管理者に対する研修等の実施
⑯ 事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備

生産性向
上のため
の業務改
善の取組

⑰ タブレット端末やインカム等のＩＣＴ活用や見守り機器等の介護ロボットやセンサー等の導入による業
務量の縮減

⑱ 高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配膳・下膳などのほか、経理や労務、広報なども含めた
介護業務以外の業務の提供）等による役割分担の明確化

⑲ ５S活動（業務管理の手法の１つ。整理・整頓・清掃・清潔・躾の頭文字をとったもの）等の実践によ
る職場環境の整備

⑳ 業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による情報共有や作業負担の軽減

やりが
い・働き
がいの醸
成

㉑ ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを踏まえた勤
務環境やケア内容の改善

㉒ 地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生徒や住民との交流の実施
㉓ 利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の提供
㉔ ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の提供
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介護職員等処遇改善加算の職場環境等要件（令和７年度以降）

介護職員等処遇改善加算 Ⅲ・Ⅳ ：
以下の区分ごとにそれぞれ１つ以上（生産性向上は２つ以上）取り組んでいる

介護職員等処遇改善加算 Ⅰ・Ⅱ ：
以下の区分ごとにそれぞれ２つ以上（生産性向上は３つ以上うち⑰又は⑱は必須）取り組んでいる

区分 具体的内容

入職促進に
向けた取組

① 法人や事業所の経営理念やケア方針・人材育成方針、その実現のための施策・仕組みなどの明確化
② 事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築
③ 他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験者・有資格者等にこだわらない幅広い採用の仕

組みの構築（採用の実績でも可）
④ 職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等による職業魅力度向上の取組の実施

資質の向上
やキャリア
アップに向
けた支援

⑤ 働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、より専門性の高い介護技術
を取得しようとする者に対するユニットリーダー研修、ファーストステップ研修、喀痰吸引、認知症
ケア、サービス提供責任者研修、中堅職員に対するマネジメント研修の受講支援等

⑥ 研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動
⑦ エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等導入
⑧ 上位者・担当者等によるキャリア面談など、キャリアアップ・働き方等に関する定期的な相談の機

会の確保
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区分 具体的内容

両立支援・
多様
な働き方の
推進

⑨ 子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、事業所内託児施設の
整備

⑩ 職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望に即した非正規
職員から正規職員への転換の制度等の整備

⑪ 有給休暇を取得しやすい雰囲気・意識作りのため、具体的な取得目標（例えば、１週間以上の休暇
を年に●回取得、付与日数のうち●％以上を取得）を定めた上で、取得状況を定期的に確認し、身近
な上司等からの積極的な声かけを行っている

⑫ 有給休暇の取得促進のため、情報共有や複数担当制等により、業務の属人化の解消、業務配分の偏
りの解消を行っている

腰痛を含む
心身の健康
管理

⑬ 業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談窓口の設置等相談体制の充実
⑭ 短時間勤務労働者等も受診可能な健康診断・ストレスチェックや、従業員のための休憩室の設置等

健康管理対策の実施
⑮ 介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、職員に対する腰痛対策の研修、管理者に

対する雇用管理改善の研修等の実施
⑯ 事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備



58

区分 具体的内容

生産性向上
（業務改善
及び働く環
境改善）の
ための取組

⑰ 厚生労働省が示している「生産性向上ガイドライン」に基づき、業務改善活動の体制構築（委員会
やプロジェクトチームの立ち上げ又は外部の研修会の活用等）を行っている

⑱ 現場の課題の見える化（課題の抽出、課題の構造化、業務時間調査の実施等）を実施している
⑲ ５S活動（業務管理の手法の１つ。整理・整頓・清掃・清潔・躾の頭文字をとったもの）等の実践に

よる職場環境の整備を行っている
⑳ 業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による情報共有や作業負担の軽減を行っている
㉑ 介護ソフト（記録、情報共有、請求業務転記が不要なもの。）、情報端末（タブレット端末、ス

マートフォン端末等）の導入
㉒ 介護ロボット（見守り支援、移乗支援、移動支援、排泄支援、入浴支援、介護業務支援等）又はイ

ンカム等の職員間の連絡調整の迅速化に資するICT機器（ビジネスチャットツール含む）の導入
㉓ 業務内容の明確化と役割分担を行い、介護職員がケアに集中できる環境を整備。特に、間接業務

（食事等の準備や片付け、清掃、ベッドメイク、ゴミ捨て等）がある場合は、いわゆる介護助手等の
活用や外注等で担うなど、役割の見直しやシフトの組み換え等を行う。

㉔ 各種委員会の共同設置、各種指針・計画の共同策定、物品の共同購入等の事務処理部門の集約、共
同で行うICTインフラの整備、人事管理システムや福利厚生システム等の共通化等、協働化を通じた職
場環境の改善に向けた取組の実施

※ 生産性向上体制推進加算を取得している場合には、「生産性向上（業務改善及び働く環境改善）の
ための取組」の要件を満たすものとする

※ 小規模事業者は、㉔の取組を実施していれば、「生産性向上（業務改善及び働く環境改善）のため
の取組」の要件を満たすものとする
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区分 具体的内容

やりがい・
働きがいの
醸成

㉕ ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを踏まえた
勤務環境やケア内容の改善

㉖ 地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生徒や住民との交流の実施
㉗ 利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の提供
㉘ ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の提供

※ 新加算Ⅰ・Ⅱにおいては、情報公表システム等で職場環境等要件の各項目ごとの具体的な取組内容の公表を求める
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申請様式の簡素化について
■ 処遇改善加算を現場で最大限に活用いただき、介護職員の賃上げを実現できるよう、申請様式の
簡素化を実施。
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（参考）処遇改善補助金及び処遇改善加算の申請等に係る提出物の提出期日一覧

提出書類 提出期限

処遇改善計画書

補助金 令和６年４月15日 ※各都道府県において設定。
現行３加算 令和６年４月15日

新加算
令和６年４月15日
※事業者等が、令和６年６月15日までに計画の変更を届け出た場合に

は、受け付けること。

体制届出
（体制等状況一

覧表）

現行３加算
令和６年４月１日（富士市においては４月１日）
※指定権者において、４月15日まで延長可。また、期日を４月１日と

する場合も、４月15日までは変更を受け付けること。

新加算

居宅系サービスの場合
令和６年５月15日

施設系サービスの場合
令和６年６月１日

※ ただし、新加算についても現行３加算と一緒に提出したい場合は、
令和６年度の旧３加算に係る体制届出と同じタイミング（４月１日
〜４月15日）で届出可。

※ いずれにしても、６月15日までは変更を受け付けること。
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⑩ テレワークの取扱い
【算定要件等】

○ 人員配置基準等で具体的な必要数を定めて配置を求めている職種のテレワークに関して、個人情報
を適切に管理していること、利用者の処遇に支障が生じないこと等を前提に、取扱いの明確化を行
い、職種や業務ごとに具体的な考え方を今後示す。

【対象】

全サービス（居宅療養管理指導★を除く）


